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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項 

    1. 社会との共創 

 

中期目標（1） 

人材養成機能や研究成果を活用して、地域の産業（農林水産業、製造業、サービス産業等）の生産

性向上や雇用の創出、文化の発展を牽引し、地域の課題解決のために、地方自治体や地域の産業界を

リードする。① 

中期計画（1）－１ 

大学と社会の双方が価値の向上を図り、本学の教育研究資源を最大限活用した社会連携活動を活発

化させるために、三重大学地域拠点サテライト等を連携統括・活用して、自治体、企業と共に地域連

携プラットフォームの創設を進め、地域創生の活性化を図る。 

            

【令和７年度計画】  

【1】 各地域拠点サテライトにおける産学官連携・地域連携活動の更なる活性化を図る。サテライト

長を中心とした自治体・企業等との関係強化に向けた取組みや地域の課題解決や地域共創に資

する新たな産学官連携プロジェクトの立ち上げ、プロジェクトのさらなる推進を行う。 

【2】 令和 5年度に策定した地域拠点サテライトの機能強化対応に則り、引き続き、各地域拠点サテ

ライトにおける産学官連携・地域連携活動の更なる活性化を図る。具体的には、自治体・企業

等との関係強化に向けた取組みや令和 6年度よりスタートした「地域拠点サテライトを活用し

た地域共創プロジェクト」において真に地域から求められる産学官連携プロジェクトを立ち上

げ、また、現在活動中のプロジェクトのさらなる推進を行う。 

 

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項 

    1. 社会との共創 

 

中期目標（1） 

人材養成機能や研究成果を活用して、地域の産業（農林水産業、製造業、サービス産業等）の生産

性向上や雇用の創出、文化の発展を牽引し、地域の課題解決のために、地方自治体や地域の産業界を

リードする。① 

中期計画（1）－２ 

三重県と県内高等教育機関で組織した「高等教育コンソーシアムみえ」や、アドバイザリーボード

である「地域人材育成推進会議」を発展させて、他大学との単位互換や共同科目の開設を推進すると

ともに、「食と観光」「次世代産業」「医療・健康・福祉」「教育」「文化・社会・公共」の各分野におい

て、地域のリーダーとなりうる存在「三重創生ファンタジスタ（状況を的確に把握して、複眼的な視

点から柔軟で創造力に富んだ発想と行動のできる人材）」の育成を含めキャリア教育を推進する。ま

た、県内自治体や地域産業界との連携体制を強化することにより、社会人の大学院入学を推進する。 

            

【令和７年度計画】  

【1】 「産学官金連携協議会」において地域課題を解決する人材育成に関する議論を行う。 

【2】 三重創生ファンタジスタ資格について、新卒採用の募集要項に明記する企業候補の追加・修正

を行い、新卒採用の募集要項に明記する企業数をさらに増加させる。 

【3】 大学院における社会人入学者の増加に向けて、大学院委員会で継続的に協議する。 
 

 

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項 

    2. 教育 

 

中期目標（2） 

脱炭素社会の実現をはじめとした社会課題を認識し、それらを解決するために地球規模で考え、足

元から行動する（Think Globally, Act Locally）ことによって地域を浮揚させることのできる意識と

知識を有した人材（学生や卒業生を含む社会人）を養成する。【独自】 

中期計画（2）－１ 

学生に「本学のコアコンピタンスである環境教育コンテンツ」を提供したうえで「SciLets アナリ

スト」等のマイクロクレデンシャル（大学独自の学習履歴の認定）を発給し、また、ステークホルダー

に対してもリカレント教育や「スマートキャンパス実証事業で得られた環境リソース」を水平展開し

て学内と地域社会における環境リテラシーを向上させる。 

            

【令和７年度計画】  

【1】 三重大学生に対して、「科学的地域環境人材育成事業」の受講を勧奨し、受講登録者数 130人

/年を達成する。 

【2】 科学的地域環境人材育成事業」の教育要件を満たした社会人に対して、アナリストの資格を認

定し、環境人材を 20人/年地域に輩出する。 

【3】 スマートキャンパス事業のスキームや同事業の実施で得られた成果等について、学術雑誌への

投稿、学会発表、またはイベント開催数１［回/年］、見学ツアー参加者数 50［人/年］を達成

する。 

 

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項 

    2. 教育 

 

中期目標（3） 

国や社会、それを取り巻く国際社会の変化に応じて、求められる人材を育成するため、柔軟かつ機

動的に教育プログラムや教育研究組織の改編・整備を推進することにより、需要と供給のマッチング

を図る。④ 

中期計画（3）－１ 

社会や地域の本学へのニーズを踏まえ、本学の特色や強みを有効に発揮するための組織編制、適正

規模を検討し、教育研究組織の見直し、再編等を推進する。特に教育学部の規模については、三重県

の教員養成の拠点として適切な規模やカリキュラム等を構築するとともに、第５期以降に向けた教育

学部のグランドデザインを取り纏める。また、地域の経済発展や社会問題の解決に資する高度情報人

材を育成するため、大学・高専機能強化支援事業の仕組みを活用し、工学部総合工学科の入学定員の

増員を行う。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 医学系研究科「デジタルヘルス専攻」の令和９年度設置に向けて、同専攻の教育課程や教員組

織等について検討を進める。 

【2】 令和 6年度に整備したカリキュラム（時間割）について運用し、学生の学修状況や教育効果を

多面的に評価・検討する。抽出された課題を踏まえ、令和 8年度に向けた改善策を立案・実施

する。 

【3】 教職科目および教科専門科目における理論と実践の往還を意識したカリキュラムの質的向上を

図るため、教育委員会をはじめとした関係機関と定期的な協議を行い、地域が求める教員像と

の整合を図る。 

【4】 令和 6年度に整備した体験学修プログラムについては、本格的な運用を開始するとともに、教

育的効果の検証を行う。また、協力校との連携体制を強化するとともに、新たな協力校の開拓

をすすめ、体験学修の機会と内容のさらなる充実を目指す。 

【5】 令和 6年度より本格運用を開始した体験学修プログラムについては、継続的発展に向けて、複

数の自治体・他大学との連携可能性も視野に入れた検討を進める。 

 

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項 

    2. 教育 

 

中期目標（4） 

学生の能力が社会でどのように評価されているのか、調査、分析、検証をした上で、教育課程、入

学者選抜の改善に繋げる。特に入学者選抜に関しては、学生に求める意欲・能力を明確にした上で、

高等学校等で育成した能力を多面的・総合的に評価する。⑤ 

中期計画（4）－１ 

入学者選抜に関する情報と教学・ＩＲのアセスメント情報等から、教育課程、入学者選抜の改善の

ために必要な情報を体系的に整備する。また、高大接続における入学前教育と入学後のカリキュラム

の連動によるエンロールメントマネジメント体制を構築するとともに、多面的・総合的評価に基づく

入学者選抜の改善を行う。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 選抜区分ごとの入学後の学修成果の分析項目の検討を各学部と連携して行い、エンロールメン

トマネジメント体制の構築につなげる。 

【2】 引き続き入試を含め高大接続の円滑化を図るために三重県立学校長会などとの意見交換を継続

して実施する。 

【3】 令和 9年度入試から実施する総合型選抜の出願書類の様式を今年度中に策定する。 

【4】 高大連携授業のオンライン授業及び夏休み集中授業を開講する。また、ICT 等を活用し、県外

の高校生への周知を行う。 

【5】 選抜区分ごとの入学後の学修成果の分析項目の検討を教育企画部門等関係部署と連携しながら

行う。 

 

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項 

    2. 教育 

 

中期目標（5） 

特定の専攻分野を通じて課題を設定して探究するという基本的な思考の枠組みを身に付けさせる

とともに、視野を広げるために他分野の知見にも触れることで、幅広い教養も身に付けた人材を養成

する。（学士課程）⑥ 

中期計画（5）－１ 

PBL等のアクティブ・ラーニングを取り入れた教育を拡充・推進するとともに、人文社会科学と自

然科学を俯瞰し越境する文理融合・異分野横断的なカリキュラムを開発するなど学生の可能性を最大

限に伸長する指導方法や教育プログラムを推進する。また、数理・データサイエンスや SDGsなどの

教育内容やテーマ、STEAM教育やブレンディッド学習を含む教育方法などを導入する。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 STEAM 教育を実現するために、全学共通教育での異分野横断的教育を促進する副専攻制度に

ついて、各部局が学生に履修を促すよう働きかけを行う。 

【2】 PBL等のアクティブラーニングを取り入れた授業の開講状況を分析し、方針を検討する。また、

各授業担当教員にアクティブラーニングの手法等を紹介し、授業に取り入れてもらうよう促す。 

【3】 データサイエンスⅠ・Ⅱ（全学必修科目）とデータサイエンスⅢ（選択科目）を引き続き開講

して教育の充実を図る。また、CeMDSにおいて、ICT・ラーニング・DSのサポートを行う。 

 

 

 

 

 

 

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項 

    2. 教育  

 

中期目標（５） 

特定の専攻分野を通じて課題を設定して探究するという基本的な思考の枠組みを身に付けさせる

とともに、視野を広げるために他分野の知見にも触れることで、幅広い教養も身に付けた人材を養成

する。（学士課程）⑥ 

中期計画（5）－2 

各学部・研究科のアセスメント・ポリシーにもとづく教学 PDCAを実施するとともに、学修ポート

フォリオや反転学習を活用した学生の主体的学修支援を強化することで、体系的な学位プログラムの

内部質保証体制を強化する。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 各学部・研究科のアセスメント・ポリシーに基づく結果を集約し、学修目標の確実な達成につ

いて評価・検証するとともに、改善に必要な点を明確化する。また、これらの評価結果につい

ての FD／SDを開催する。 

【2】 Moodle4.1 へのコース移行に伴い、今後の LRS システムの利活用方法を議論し、データ収集

を進める。また、「学修ポートフォリオ」機能の、在学生の利用拡大に向け、動画での説明周知

や学修ポートフォリオの活用を促す。 

 

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項 

    2. 教育  

 

中期目標（6） 

研究者養成の第一段階として必要な研究能力を備えた人材を養成する。高度の専門的な職業を担う

人材を育成する課程においては、産業界等の社会で必要とされる実践的な能力を備えた人材を養成す

る。（修士課程）⑦ 

中期計画（6）－１ 

高度知識集約型社会や Society5.0 など、新しい社会で活躍できる研究者・高度専門職業人を育成

する学際的・独創的・総合的視野に立った大学院課程カリキュラムを拡充し、新たに課程横断的な共

通教育カリキュラムを開発する。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 令和７年度に新設置される大学院の課程横断的カリキュラムについて、受講生の獲得と、学生

の意見を参考とした開講授業の検証を行う。 

  

自己評価 
Ⅲ  
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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項 

    2. 教育 

 

中期目標（6） 

研究者養成の第一段階として必要な研究能力を備えた人材を養成する。高度の専門的な職業を担う

人材を育成する課程においては、産業界等の社会で必要とされる実践的な能力を備えた人材を養成す

る。（修士課程）⑦ 

中期計画（6）－2 

TA としての責任や自覚を高め、教育者や社会人として期待される能力と資質を涵養するために、

新たな TA教育プログラムを構築する。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 令和５年度に必修化した新たな TA教育プログラムに基づき、オンライン TA研修を実施する。 

 

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項 

    2. 教育 

 

中期目標（7） 

データ駆動型社会への移行など産業界や地域社会等の変化に応じて、社会人向けの新たな教育プロ

グラムを機動的に構築し、数理・データサイエンス・AI など新たなリテラシーを身に付けた人材や、

既存知識をリバイスした付加価値のある人材を養成することで、社会人のキャリアアップを支援す

る。⑪ 

中期計画（7）－１ 

学びの機会の質的・量的な拡充を図るため、リカレント教育に関する新たな推進拠点を設置し、オー

ダーメイド型リカレント教育を実施する。更に、学校教員研修などの専門的・実践的なリカレント教

育のプログラムを拡充する。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 オーダーメイド型リカレント教育プログラムに対する検証を行い、拡充する。 

【2】 レディーメイド型リカレント教育プログラムに対する検証を行い、改善を図った上で実施する。 

①  リカレント教育プログラムの領域

数を、３領域（学校教員研修、環

境人材育成、防災人材育成）から

増加させる。 

達成期限 令和９年度までに 

目標値  4領域 

実績値  3領域（R5.12時点） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自己評価 
Ⅲ 
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【令和７年度計画】 

【1】 COIL授業の実施状況を検証し、増加策を検討する。 

【2】 大学院在籍中に英語による論文作成や国際会議を含む研究発表を経験した学生を増やすため、

Tri-U 国際ジョイントセミナー＆シンポジウムをはじめとする国際イベントや国際会議（オン

ライン含む）等に積極的に学生を参加させ、数値目標達成を継続する。 

【3】 「MIE-U国際交流協定校外国人若手教員受入れプログラム」により海外の協定校より若手教員

を受入れて協定校との関係性を深め、外国人留学生の増加に資する取組みとする。 

【4】 国際戦略機構に外国人教員を新たに採用し、東南アジアやアフリカとの関係性を深め、外国人

留学生の増加に繋げる。 

  

Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項 

    2. 教育 

中期目標（8） 

学生の海外派遣の拡大や、優秀な留学生の獲得と卒業・修了後のネットワーク化、海外の大学と連

携した国際的な教育プログラムの提供等により、異なる価値観に触れ、国際感覚を持った人材を養成

する。⑫ 

中期計画（8）－１ 

国内外において、グローバルな視点を持って国際的に活躍できる人材を育成するため、国際共修授

業である COIL授業を充実させるとともに、大学院在籍中に英語による論文作成や研究発表を経験し

た学生数を増加させる。また、優秀な留学生を戦略的に獲得・教育していくために、日本語教育プロ

グラムを充実させる。 
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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項 

    2. 教育 

 

中期目標（9） 

様々なバックグラウンドを有する人材との交流により学生の視野や思考を広げるため、性別や国

籍、年齢や障害の有無等の観点から学生の多様性を高めるとともに、学生が安心して学べる環境を提

供する。⑬ 

中期計画（9）－１ 

学生の海外留学及び留学生の受入れに関する取組を推進し、各部局等と連携しながら留学生を含む

学生の生活及び修学支援を拡充させる。留学生寄宿舎の整備、及び留学に関する相談体制を充実させ

る。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 外国人留学生及び外国人研究者の快適な住環境の整備を図るため、留学生会館の改修工事を実

施する。 

【2】 「三重大学グローバルアンバサダー」事業を進め、国際交流を推進する仕組みを増やす。 

【3】 学生海外チャレンジ応援事業を引き続き実施しつつ、学生の海外渡航を後押しするプログラム

の充実を図るため、学生海外チャレンジ応援事業やその他の既存の研修プログラムを検証する。 

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項 

    2. 教育 

 

中期目標（9） 

様々なバックグラウンドを有する人材との交流により学生の視野や思考を広げるため、性別や国

籍、年齢や障害の有無等の観点から学生の多様性を高めるとともに、学生が安心して学べる環境を提

供する。⑬ 

中期計画（9）－2 

教育的インターンシップを推進しインターンシップの卒業要件化を継続して実施するために、地域

の企業と協力してインターンシップの受け入れ態勢を構築していく。クラブ・サークル活動をはじめ

とする学生の多様な課外活動を積極的に支援するとともに、学生代表者会議（仮称）を創設し、学生

団体の活動の活性化を支援する。更に、保健管理センターとの連携により、学生の健康増進を支援す

る。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 インターンシップ協定締結企業数は中期計画中の目標値であった 100社となったが、より学生

の選択肢を広げるため、さらに協定締結企業数を増加させる。 

【2】 クラブ・サークル活動をはじめとする学生の多様な課外活動を積極的に支援する。 

【3】 「翠陵ミーティング」（学生代表者会議）を４回開催し、学生の多様な意見を引き出す環境を構

築する。 

【4】 学生の健康増進を支援するため、保健管理センターによる学生への健康に関する啓発活動を２

回実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項 

    2. 教育 

 

中期目標（9） 

様々なバックグラウンドを有する人材との交流により学生の視野や思考を広げるため、性別や国

籍、年齢や障害の有無等の観点から学生の多様性を高めるとともに、学生が安心して学べる環境を提

供する。⑬ 

中期計画（9）－3 

修学支援新制度の定着化に伴う学生の経済的問題への支援及び学生寄宿舎への入居や福利厚生施

設の利用等を支援する。また、学生の抱える様々な悩み（学業、対人関係、将来進路、健康や日常生

活の問題等）や何らかの障害や疾患に対して、気軽に相談できる場の提供やＡＴ（支援機器）ライブ

ラリーを充実させるとともに、相談に来た学生が抱える問題に対して、関連部署と連携して適切な対

応をとる。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 学生相談ユニット（学生なんでも相談室）を平日は原則開室するほか、学内の各種学生支援部

署とも連携を図りつつ、学生が気軽に相談できる場を提供する。 

【2】 学内外の連携強化や障害学生支援に関する理解啓発のため、障害学生支援に係る e-Learning

研修を実施する。 

【3】 障害のある学生の修学支援及び就職支援について、「障害学生支援調整会議」及び「障害のある

学生の就職支援に関する連携会議」を開催し、学内外の関係機関と連携して取り組む。 

【4】 障害学生支援部門（障害学生支援センター）が保有する支援機器のライブラリー（ATライブラ

リー）を充実させる。 

【5】 共通教育科目以外での授業などにおいて SA の活用制度を設計し、これらの授業などを通じて

SAを毎年度 20名（延べ実働人数）以上活用する。 

【6】 授業料免除制度及び各種奨学金制度により、学生の経済的問題への支援を実施する。 

【7】 学生寄宿舎への入居や福利厚生施設の利用等を支援する。 

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項 

    3. 研究 

 

中期目標（10） 

真理の探究、基本原理の解明や新たな発見を目指した基礎研究と個々の研究者の内在的動機に基づ

いて行われる学術研究の卓越性と多様性を強化する。併せて、時代の変化に依らず、継承・発展すべ

き学問分野に対して必要な資源を確保する。⑭ 

中期計画（10）－１ 

多角的な視点での卓越した学術研究業績や新技術の創生を拡充するため、最先端で特色ある研究を

行う分野横断的な研究グループの支援を強化する。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 卓越した学術研究業績や新技術の創生を拡充するため、新たな取組として行う研究者による研

究概要の紹介を通じて研究シーズを把握するとともに、分析ツールを活用して研究 IR による

研究業績の分析を行い、支援対象となる研究グループを抽出する。 

【2】 特色ある研究グループへの支援を強化するため、戦略的リサーチコアの各組織へ支援を行うと

ともに、執行部に対する業績報告会の実施や、研究活動実施状況経過報告書の確認により、研

究活動の実績を把握する。 

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項 

    3. 研究 

 

中期目標（10） 

真理の探究、基本原理の解明や新たな発見を目指した基礎研究と個々の研究者の内在的動機に基づ

いて行われる学術研究の卓越性と多様性を強化する。併せて、時代の変化に依らず、継承・発展すべ

き学問分野に対して必要な資源を確保する。⑭ 

中期計画（10）－2 

人文・社会科学分野、自然科学分野等における様々な研究の水準及び質の維持・向上のため、研究

支援制度を見直すなど、更なる強化に取り組む。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 各種研究支援制度の改善に向けて、これまでの支援者の研究業績や外部資金獲得実績を基に検

証を行う。 

【2】 科研費採択数増加に向け、チャレンジ支援（Ⅰ-基盤研究 B等（1000万以上）、Ⅱ-基盤 C（科

研獲得実績無の研究者、若手研究からステップアップの研究者）に加え、チャレンジ支援Ⅲ（基

盤 C獲得支援）を開始し、外部資金獲得の意欲を高めるため、再構築したインセンテイブ制度

を運用するとともに、新たな支援制度の検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項 

    3. 研究 

 

中期目標（11） 

地域から地球規模に至る社会課題を解決し、より良い社会の実現に寄与するため、研究により得ら

れた科学的理論や基礎的知見の現実社会での実践に向けた研究開発を進め、社会変革につながるイノ

ベーションの創出を目指す。⑮ 

中期計画（11）－１ 

イノベーションの創出力を高めて、その成果を社会に還元するため、大学院博士課程と産業界等と

の連携を強化することによって社会課題を解決する機能を向上させつつ、社会のニーズに合った人材

を育成する。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 博士課程修了後において希望するキャリア形成の実現と産業界との接続を強化する。 

【2】 確保した助教ポストについて、令和 7年度４月、10月に公募・選考を行う。 

【3】 SPRING限定としている助教応募ポストを、国費留学生等に拡大を検討する。 

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項 

    3. 研究 

 

中期目標（11） 

地域から地球規模に至る社会課題を解決し、より良い社会の実現に寄与するため、研究により得ら

れた科学的理論や基礎的知見の現実社会での実践に向けた研究開発を進め、社会変革につながるイノ

ベーションの創出を目指す。⑮ 

中期計画（11）－2 

第３期で整備してきた地域イノベーション推進機構等の社会連携組織の見直しを行い、社会のニー

ズ等とのマッチング（機能）を強化し、本学の研究と地域社会が共創できる体制を構築する。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 学長や関係理事等のトップマネジメントを実現し、研究者をフォローする体制を強化するため、

研究・社会連携統括本部の部門整備と体制構築を行う。 

【2】 URA室で政策の調査分析・学内シーズ把握・プレアワードなど実施する。 

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項 

    4.その他社会との共創、教育、研究に関する重要事項  
 

中期目標（12） 

学部・研究科等と連携し、実践的な実習・研修の場を提供するとともに、全国あるいは地域に
おける先導的な教育モデルを開発し、その成果を展開することで学校教育の水準の向上を目指
す。（附属学校）⑲ 

中期計画（12）-1 

 教育実験校・教育実施校としての機能充実を図ることを目的として、教育学部との連携による
連携授業の実施、ＩＣＴ機器を活用したアクティブラーニング、幼小相互参観、小中相互の乗り
入れ授業等を実施するとともに、「連続性・系統性のある学習の保障」と「生きる力を持った子ど
もの育成」を目標とする附属学校園の幼小中一貫教育カリキュラムを開発する。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 教育学部と附属学校との連携授業については、令和 5・6 年度の実施評価をもとに、学部の専

門性と現場の実践知を融合させ、児童・生徒の「深い学び」を育む教育実践例をさらに洗練さ

せる。成果は教員養成にも還元できるよう、教育実習や演習科目との接続を図る。  
【2】 小中接続および幼小接続においては、令和 5年度導入の校務支援システムを活用し、附属学校

園間での年間指導計画や授業内容の共有・連携を強化する。相互乗り入れ授業の内容を精選し、

教科横断的な学びの連続性・系統性の確保を目指す。  
【3】 「津市 e-Learningポータル」を活用した予習・復習システムについては、教材の質的向上と学

年・教科ごとの体系化を進めるとともに、地域学校でのさらなる活用促進を図る。利用状況を

定期的に分析し、フィードバックを通じた教材改善を行う。  

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項 

    4.その他社会との共創、教育、研究に関する重要事項  
 

中期目標（12） 

学部・研究科等と連携し、実践的な実習・研修の場を提供するとともに、全国あるいは地域にお
ける先導的な教育モデルを開発し、その成果を展開することで学校教育の水準の向上を目指す。
（附属学校）⑲ 

中期計画（12）-２ 

 地域における拠点校としての使命を果たすため、県内で課題となっている校種間の接続の解決
に向けて幼稚園及び小学校の学級定員の改編をともなう附属学校園改革を推進し、改革の一環と
して設置した附属学校支援室の統制の下、津市、三重県及び学部との連携により、教員研修の実
施と研修への講師派遣、データサイエンス教育の推進、小学校教科担任制導入に伴う小中連携、
及び通級指導、適応指導教室機能の構築等の事業に取り組む。 

            
【令和７年度計画】 

【1】 教育学部と附属学校との連携授業については、令和 5・6 年度の実施評価をもとに、学部の専

門性と現場の実践知を融合させ、児童・生徒の「深い学び」を育む教育実践例をさらに洗練さ

せる。成果は教員養成にも還元できるよう、教育実習や演習科目との接続を図る。 

【2】 小中接続および幼小接続においては、令和 5年度導入の校務支援システムを活用し、附属学校

園間での年間指導計画や授業内容の共有・連携を強化する。相互乗り入れ授業の内容を精選し、

教科横断的な学びの連続性・系統性の確保を目指す。  
【3】 「津市 e-Learning ポータル」を活用した予習・復習システムについては、教材の質的向上と

学年・教科ごとの体系化を進めるとともに、地域学校でのさらなる活用促進を図る。利用状況

を定期的に分析し、フィードバックを通じた教材改善を行う。  
【4】 附属小学校における定員削減については、附属学校企画経営室の主導のもと、学年進行に応じ

た円滑な移行を継続的に支援し、1 学年あたり 3 クラス 24 人編成の教育的効果を検証・分析

する。成果と課題を整理し、指導体制や施設面の改善に資する提案を行う。 

【5】 附属学校運営におけるガバナンスの強化に向けて、附属学校企画経営室が中心となり、附属学

校運営協議会を定期的に開催する。学校運営上の課題（教職員の労働時間管理、メンタルヘル

ス、保護者対応等）について引き続き協議・改善を進め、教育学部と附属学校園の連携体制を

より一層強化する。 

【6】 教員研修については、これまでの成果を踏まえ、三重県および津市教育委員会と連携し、附属

学校園を実践拠点とした研修プログラムの充実を図る。現職教員・教職大学院生・学部学生が

相互に学び合える研修環境の構築を目指す。 

【7】 ICT教育の推進に関しては、第Ⅱ期（令和 5・6年度）「教育の情報化に関する教育研究プロジェ

クト」の成果を取りまとめるとともに、第Ⅲ期に向けた計画立案を行う。附属学校園における

ICT活用の好事例を蓄積・共有し、教育の質的向上および地域への発信力の強化を図る。  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項  
4.その他社会との共創、教育、研究に関する重要事項 

 

中期目標（1３） 

世界の研究動向も踏まえ、最新の知見を生かし、質の高い医療を安全かつ安定的に提供することに

より持続可能な地域医療体制の構築に寄与するとともに、医療分野を先導し、中核となって活躍でき

る医療人を養成する。（附属病院）⑳ 

中期計画（1３）－１ 

三重県全体の医療水準の維持・向上を図るため、卒前教育と卒後教育の一体的な推進を行うととも

に、本院を基幹施設とする専門研修プログラムへの登録者数を安定的に維持する。また、三重大学発

の独創的な研究成果の創出に向けて、研究推進体制・研究支援体制の充実をさせ、質の高い臨床研究

を実施する。 

 

【令和７年度計画】 

【1】 卒前教育部門と初期研修部門及び専門研修部門が連携し広報・啓発活動を推進し、本院を基幹施

設とする専門研修プログラムへの本学医学科卒業生の登録を確保する。 

【2】 臨床研究支援体制を強化するため、臨床研究開発センターの人員（CRC）を増加させる。 

【3】 治験管理システムを利用して円滑な治験管理及び IRB管理を行う。 

【4】 臨床研究法及び倫理指針対応の倫理審査システムを使用して、倫理審査管理を行う。 

【5】 REDCapを使用して臨床研究の適切かつ正確なデータ管理を行う。 

【6】 臨床研究を実施する研究者を対象に研究倫理教育を実施する。 

【7】 本院を代表施設として実施する特定臨床研究の新規申請件数を年間２件以上とする。 

【8】 バイオバンクセンターを中心とした生体試料収集から利活用促進までの体系的な支援体制を整

備する。 

【9】 安全かつ高品質な医療情報が集約された研究用データベースの構築及びその管理体制を整備す

る。 
 

 

 

 

 

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅰ．教育研究の質の向上に関する事項  
4.その他社会との共創、教育、研究に関する重要事項 

 

中期目標（1３） 

世界の研究動向も踏まえ、最新の知見を生かし、質の高い医療を安全かつ安定的に提供することに

より持続可能な地域医療体制の構築に寄与するとともに、医療分野を先導し、中核となって活躍でき

る医療人を養成する。（附属病院）⑳ 

中期計画（1３）－２ 

地域の拠点病院としての医療体制並びに災害対策推進・教育センターを中心とした災害救急医療体

制の整備・充実と、医療安全文化の更なる醸成、感染対策の強化を行う。また、持続的な病院運営を

図るため、診療関連データの経営指標を設定及び分析し、健全で安定的な病院経営に反映させる。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 災害時 BCP に基づいて、DMAT 及び消防などの地域防災行政、地域自治会と協働した合同訓

練等を実施する。 

【2】 ３大学協定（三重大学、藤田医科大学、浜松医科大学）に伴う災害時３大学合同訓練を実施し

て、災害医療体制の整備を行う。 

【3】 大災害時における災害拠点病院としての本院の医療体制について、地域の理解促進のため、行

政と連携して市民公開講座やイベントを開催する。 

【4】 複数病棟及び外来棟の同時火災を想定した火災訓練を実施する。 

【5】 部署別・職種別に提出されたインシデントレポートの詳細を検討・分析し現場へのフィード

バックをきめ細やかに行うとともに再発防止に係るマニュアルの改訂に繋げる。 

【6】 各診療科、診療部門等との懇談会等により経営目標値設定と分析を行うなど経営改善に取り組

む。 

【7】 薬剤費、材料費などの支出の評価・見直しを行い、医療費率の低下に繋げる。 

【8】 DPCチェックや施設基準・加算等を適正にすることで、診療報酬の増収を図る。 

【9】 フルタイム非常勤である職員の処遇改善を目的として、優秀な職員の常勤化を進めることによ

り、人材の定着を図るとともに、定着率等の検証を行う。 

 

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅱ．業務運営の改善及び効率化に関する事項 

     

 

中期目標（1４） 

内部統制機能を実質化させるための措置や外部の知見を法人経営に生かすための仕組みの構築、学

内外の専門的知見を有する者の法人経営への参画の推進等により、学長のリーダーシップのもとで、

強靭なガバナンス体制を構築する。㉑ 

中期計画（1４）－１ 

学長、理事、副学長等大学執行部で構成されている学長・理事ミーティングで戦略的に大学の管理

運営に取組む。また、学長を中心として、より機動的な管理運営を可能とする体制を整備する。更に、

大学執行部に加えて各学部・研究科長で構成されている全学マネジメント会議を全学の戦略的な改革

を議論する場として活用する。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 コア会議となる「企画経営会議」に全学の情報や課題を集約し、重点的に情報共有や問題解決に

向けた議論を展開することで、戦略的な法人運営を推進する。さらに、経営協議会学外委員や学

長顧問・学長アドバイザーからの意見の活用に加え、外部有識者を招いた講演会等を通じて、外

部との連携を強化し、法人運営の活性化と教職員の意識改革を図る。 

【2】 学長のリーダーシップのもと、より機動的な管理運営を可能とする体制を構築するとともに、

中堅・若手・女性教員を積極的に大学の意思決定層に登用し、大学幹部が一体となって業務にあ

たる体制を推進する。これにより、次世代を担う人材の育成と大学機能の一層の強化を目指す。 

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅱ．業務運営の改善及び効率化に関する事項 

     

 

中期目標（1４） 

内部統制機能を実質化させるための措置や外部の知見を法人経営に生かすための仕組みの構築、学

内外の専門的知見を有する者の法人経営への参画の推進等により、学長のリーダーシップのもとで、

強靭なガバナンス体制を構築する。㉑ 

中期計画（1４）－２ 

監事による牽制機能をより効果的・明示的に果たすため、役員会等の重要な会議への参加・学長、

理事、副学長その他職員との意見交換・内部監査部門との密接な連携等により、適切に監査業務を遂

行する。監事監査及び内部監査結果について、役員会等で学内構成員に周知し、法人運営に反映させ

る。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 監事監査、内部監査の実施結果及び改善策については役員会等で報告（内部統制機能の実質化）

し、監査結果を法人運営に反映させ、ガバナンス機能を強化する。 

【2】 監査項目の「内部統制システムの整備と運用」について、課題等の洗い出し及び見直し作業を継

続して実施する。 

 

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅱ．業務運営の改善及び効率化に関する事項 

     

 

中期目標（1５） 

大学の機能を最大限発揮するための基盤となる施設及び設備について、保有資産を最大限活用する

とともに、全学的なマネジメントによる戦略的な整備・共用等を進め、地域・社会・世界に一層貢献

していくための機能強化を図る。㉒ 

中期計画（1５）－１ 

第４期に大学がより発展するキャンパス環境の向上を図るため、キャンパスマスタープラン及び施

設マネジメント計画に基づき、施設及び設備の老朽改善整備及び施設の有効活用を毎年度実施する。

また、多様な財源の活用等による施設整備の事業採算性を検証して事業を実施する。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 老朽化改善整備を１件以上実施する。 

【2】 施設の利用状況調査では対象建物(全建物の 1/3)の悉皆調査実施し、共同利用スペースの拡充を

図る。施設及び設備の老朽度及び安全性の点検調査では、全体の 1/3の点検を実施し、「三重大

学施設マネジメント計画＜インフラ長寿命化計画＞」の個別施設計画に反映させ、安全なキャン

パス環境を維持する。 
 

  

自己評価 
Ⅲ 
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【令和７年度計画】 

【1】 外部資金獲得のため、デマンドレスポンス発動指令に確実に応答し電力の安定供給に貢献する

とともに報酬を得る。また、次年度以降のデマンドレスポンスの契約準備をする。 

【2】 省エネ積立金で実施する省エネ改修工事で応募可能な補助事業について調査し応募する。 

  

Ⅱ．業務運営の改善及び効率化に関する事項 

     

自己評価 
Ⅲ 

中期目標（1５） 

大学の機能を最大限発揮するための基盤となる施設及び設備について、保有資産を最大限活用する

とともに、全学的なマネジメントによる戦略的な整備・共用等を進め、地域・社会・世界に一層貢献

していくための機能強化を図る。㉒ 

中期計画（1５）－２ 

大学の保有資産の戦略的な整備を推進し、且つ脱炭素・カーボンニュートラルを推進するため、脱

炭素社会の実現を目指して他省庁が公募している補助金等の外部資金の獲得を進める。 
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Ⅲ．財務内容の改善に関する事項  

     

 

中期目標（1６） 

公的資金のほか、寄附金や産業界からの資金等の受入れを進めるとともに、適切なリスク管理のもと

での効率的な資産運用や、保有資産の積極的な活用、研究成果の活用促進のための出資等を通じて、

財源の多元化を進め、安定的な財務基盤の確立を目指す。併せて、目指す機能強化の方向性を見据え、

その機能を最大限発揮するため、学内の資源配分の最適化を進める。㉓ 

中期計画（1６）－１ 

安定的な財務基盤を確立するため、既存の制度に対する学外有識者等の意見も踏まえた見直しや、

受入の仕組みや運用範囲の拡充を図り、公的資金以外の財源の多元化を進める。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 リカレント教育センターにおいて、事業推進により受講料収入を確保するとともに、学内で実施

する様々な社会人向けプログラムの広報等を行うことにより、新たな収入源の確保に取り組む。 

【2】 新たな仕組みの構築について、可能性を模索する。 

【3】 新たな資金の獲得による財源の多元化を進めるため、地域共創展開センターにおいて実施する

事業の見直し等を踏まえ、要強化及び発展が見込まれる分野への資源配分を行う。 

 

 

 

 

 

 

  

自己評価 
Ⅲ 



28 

 

 

 

【令和７年度計画】 

【1】 令和 7年度予算において全学センターやプロジェクト経費にかかる事業について、機能の集約

等を図ることにより、効率的かつ効果的な予算配分を行い、教育研究機能の強化を図る。 

【2】 令和 7年度において、各部局長のリーダーシップによる部局の教育研究機能の強化を図るため、

部局の評価の取組みを予算に反映させる仕組みを導入する。 
  

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項   
 

自己評価 
Ⅲ 

中期目標（1６） 

公的資金のほか、寄附金や産業界からの資金等の受入れを進めるとともに、適切なリスク管理のも

とでの効率的な資産運用や、保有資産の積極的な活用、研究成果の活用促進のための出資等を通じて、

財源の多元化を進め、安定的な財務基盤の確立を目指す。併せて、目指す機能強化の方向性を見据え、

その機能を最大限発揮するため、学内の資源配分の最適化を進める。㉓ 

中期計画（1６）－２ 

外部資金等の自己収入及び運営費交付金を含めた財源全体について、教育研究機能を高めるために

最適な学内資源配分を実施する。 
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Ⅳ．教育及び研究並びに組織運営の状況について自ら行う点検及び評価並びに 

当該状況に係る情報の提供に関する事項 

     

 

中期目標（1７） 

外部の意見を取り入れつつ、客観的なデータに基づいて、自己点検・評価の結果を視化するととも

に、それを用いたエビデンスベースの法人経営を実現する。併せて、経営方針や計画、その進捗状況、

自己点検・評価の結果等に留まらず、教育研究の成果と社会発展への貢献等を含めて、ステークホル

ダーに積極的に情報発信を行うとともに、双方向の対話を通じて法人経営に対する理解・支持を獲得

する。㉔ 

中期計画（1７）－１ 

エビデンスに基づいた大学経営方針の策定や教育研究活動に資するため、様々なデータを一元管理

する IR 体制を整備し、徹底した自己評価を実施する。加えて、自己評価結果や大学の取組に対する

ステークホルダーからの意見を適切に大学運営へ反映させる。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 BIツールを用いて「全学経営 IRデータ」を更新し、経営戦略の策定等に活用する。  
【2】 本学独自の年度評価を実施するとともに、自己評価結果や大学の取組実績をステークホルダー

へ公開し、意見を聴取する。 

 

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅳ．教育及び研究並びに組織運営の状況について自ら行う点検及び評価並びに 

当該状況に係る情報の提供に関する事項 

     

 

中期目標（1７） 

外部の意見を取り入れつつ、客観的なデータに基づいて、自己点検・評価の結果を視化するととも

に、それを用いたエビデンスベースの法人経営を実現する。併せて、経営方針や計画、その進捗状況、

自己点検・評価の結果等に留まらず、教育研究の成果と社会発展への貢献等を含めて、ステークホル

ダーに積極的に情報発信を行うとともに、双方向の対話を通じて法人経営に対する理解・支持を獲得

する。㉔ 

中期計画（1７）－2 

社会への説明責任を果たすため、第３期に引き続き、教育、研究、社会貢献等の諸活動の状況を大

学ポートレート、報告書、ホームページ等の適切な媒体により迅速に情報を発信するとともに、広報

研修会の参加等などの情報収集により効果的な情報発信の方法について常に見直しを行う。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 三重大学広報方針に基づき、広報活動計画を設定し、教育・研究・診療を通じた諸活動や入試

情報、附属施設等の取組を迅速かつタイムリーに情報発信するため、情報収集の仕組みを整理

し、各部局等との間でイベントなどの情報共有や意見交換を行うなど連携を強化のうえ、積極

的かつ効果的に情報発信を行う。 

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅴ．その他業務運営に関する重要事項 

     

 

中期目標（1８） 

AI・RPA（Robotic Process Automation）をはじめとしたデジタル技術の活用や、マイナンバー

カードの活用等により、業務全般の継続性の確保と併せて、機能を高度化するとともに、事務システ

ムの効率化や情報セキュリティ確保の観点を含め、必要な業務運営体制を整備し、デジタル・キャン

パスを推進する。㉕ 

中期計画（1８）－１ 

業務の合理化、RPA の活用をはじめとした事務機能のデジタル化等に取り組み、業務運営の合理

化、効率化を進める。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 合理化・効率化された事例を学内に紹介し、各部署において更なる合理化・効率化に取り組む。 

【2】 「業務運営 DX作業部会」において、RPAやデジタルツールの研修を行い、部会員及び一般職

員へ教育を行う。また、部会員には課題を通して RPA・デジタルツールによる業務改善活動を

実践的に行わせることにより、業務運営の合理化、効率化を進める。 

 

  

自己評価 
Ⅲ 
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Ⅴ．その他業務運営に関する重要事項 

  

 

中期目標（1８） 

AI・RPA（Robotic Process Automation）をはじめとしたデジタル技術の活用や、マイナンバー

カードの活用等により、業務全般の継続性の確保と併せて、機能を高度化するとともに、事務システ

ムの効率化や情報セキュリティ確保の観点を含め、必要な業務運営体制を整備し、デジタル・キャン

パスを推進する。㉕ 

中期計画（1８）-２ 

研修等による各種情報漏洩対策及びセキュリティ対策を行うとともに、年１回の情報セキュリティ

監査を実施する。 

            

【令和７年度計画】 

【1】 教職員へのセキュリティ研修会の実施と大学間でのサイバーセキュリティ相互監査等を通して

セキュリティレベルの向上を行う。 

 

自己評価 
Ⅲ 


